
議案第９３号 

 

新座市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例 

 

新座市建築基準法等関係手数料条例（令和２年新座市条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」

と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりと

する。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 



改 正 後 

 

別表第３（第２条関係） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第５

条第１項から第５項ま

での規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の

認定の申請に対する審

査（次項に規定する審

査を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 前 

 

別表第３（第２条関係） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第５

条第１項から第３項ま

での規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の

認定の申請に対する審

査（次項に規定する審

査を除く。） 

ア 長期優良住宅建築等計画が長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第６条第１項各号に掲げる基準に適合

していることを示す書類（住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成１１年法律第８１号）第５条第１項

に規定する登録住宅性能評価機関が作成したものに限

る。）が提出された場合 

  一戸建ての住宅 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ａ 新築の場合 ６，０００円 

ｂ 増築又は改築の場合 １０，０００円 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額を、申請に係る住戸を含む一の建築物の

住戸のうち同時に申請された住戸の合計数（以下こ

の項において「申請住戸数」という。）で除して得

た額（その額に１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

ａ 床面積の合計（申請に係る住戸を含む一の建築

物の床面積の合計をいう。以下この項において同

じ。）が５００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １３，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ２１，０００円 

ｂ  床面積の合計が５００平方メートルを超え 

１，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ２４，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ３７，０００円 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え

２，５００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ３５，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ５４，０００円 

ｄ 床面積の合計が２，５００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ６５，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １０１，０００円 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え

１０，０００平方メートル以下のもの 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １１２，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １７４，０００円 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超

え２０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １８５，０００円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年

法律第８１号）第６条の２第３項に規定する確認書若

しくは同条第４項の住宅性能評価書（いずれも長期優

良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号

に掲げる基準に適合しているものに限る。）又はこれ

らの写しが提出された場合 

  一戸建ての住宅 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ａ 新築の場合 ８，０００円 

ｂ 増築又は改築の場合 １３，０００円 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

 

 

ａ 床面積の合計（申請に係る住戸を含む一の建築

物の床面積の合計をいう。以下この項において同

じ。）が５００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １７，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ２５，０００円 

ｂ  床面積の合計が５００平方メートルを超え 

１，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ２８，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ４２，０００円 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え

２，５００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ５２，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ７８，０００円 

ｄ 床面積の合計が２，５００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ７８，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １１８，０００円 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え

１０，０００平方メートル以下のもの 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １１５，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １７３，０００円 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超



（ｂ） 増築又は改築の場合 ２８７，０００円 

ｇ 床面積の合計が２０，０００平方メートルを超

え３０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ２２８，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ３５３，０００円 

ｈ 床面積の合計が３０，０００平方メートルを超

えるもの 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ） 新築の場合 ２４３，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ３７７，０００円 

イ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条第１項

に規定する設計住宅性能評価書（長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準

に適合しているものに限る。）の写しが提出された場

合 

 

  一戸建ての住宅 ２３，０００円 

 

 

 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額を申請住戸数で除して得た額（その額に

１００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額） 

ａ 床面積の合計が５００平方メートル以下のもの 

７２，０００円 

 

 

 

 

ｂ  床面積の合計が５００平方メートルを超え 

１ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の 

１１２，０００円 

 

 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え 

２ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の 

２０７，０００円 

 

 

ｄ 床面積の合計が２，５００平方メートルを超え 

５ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

３５０，０００円 

 

 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え 

１ ０ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

５３５，０００円 

 

 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超 



え２０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １９９，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ３００，０００円 

ｇ 床面積の合計が２０，０００平方メートルを超

え３０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ２５７，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ３８６，０００円 

ｈ 床面積の合計が３０，０００平方メートルを超

えるもの 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ） 新築の場合 ３００，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ４５１，０００円 

イ ア以外の場合 

  ［略］ 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

 

 

ａ～ｈ ［略］ 

建築基

準関係

規定適

合審査

の申出

を伴う

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第５

条第１項から第５項ま

での規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の

認定の申請に対する審

査（同法第６条第２項

の規定による申出を伴

う場合に限る。） 

前項ア 又はイ に規定する額（共同住宅等にあっては、

床面積の合計の区分に応じ同項ア ａからｈまで又はイ

 ａからｈまでに規定する額）に、次のアに定める額を

加算し、次のイ又はウに掲げる場合はそれぞれ当該イ又

はウに定める額を更に加算して得た額 

 

 

 

 

ア～ウ ［略］ 

 

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料 

［略］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



え ２ ０ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

９６９，０００円 

 

 

ｇ 床面積の合計が２０，０００平方メートルを超 

え ３ ０ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

１，３２１，０００円 

 

 

ｈ 床面積の合計が３０，０００平方メートルを超

えるもの １，５９７，０００円 

 

 

 

ウ ア又はイ以外の場合 

  ［略］ 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額を申請住戸数で除して得た額（その額に

１００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額） 

ａ～ｈ ［略］ 

建築基

準関係

規定適

合審査

の申出

を伴う

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第５

条第１項から第３項ま

での規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の

認定の申請に対する審

査（同法第６条第２項

の規定による申出を伴

う場合に限る。） 

前項ア  、イ  又はウ に規定する額（共同住宅等に 

あっては、床面積の合計の区分に応じ同項ア ａからｈ

まで、イ ａからｈまで又はウ ａからｈまでに規定す

る額）に、次のアに定める額を加算し、次のイ又はウに

掲げる場合はそれぞれ当該イ又はウに定める額を更に加

算して得た額（共同住宅等にあっては、その額を申請に

係る住戸を含む一の建築物の住戸のうち同時に申請され

た住戸の合計数で除して得た額（その額に１００円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた額）） 

ア～ウ ［略］ 

 

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料 

［略］ ア 変更後の長期優良住宅建築等計画が長期優良住宅の

普及の促進に関する法律第６条第１項各号に掲げる基

準に適合していることを示す書類（住宅の品質確保の

促進等に関する法律第５条第１項に規定する登録住宅

性能評価機関が作成したものに限る。）が提出された

場合 

  一戸建ての住宅 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ａ 新築の場合 ３，０００円 

ｂ 増築又は改築の場合 ５，０００円 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額を申請に係る住戸を含む一の建築物の住

戸のうち同時に申請された住戸の合計数（以下この

項において「申請住戸数」という。）で除して得た

額（その額に１００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額） 

ａ 床面積の合計（申請に係る住戸を含む一の建築

物の変更後の床面積の合計をいう。以下この項に



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第

３項に規定する確認書若しくは同条第４項の住宅性能

評価書（いずれも長期優良住宅の普及の促進に関する

法律第６条第１項第１号に掲げる基準に適合している

ものに限る。）又はこれらの写しが提出された場合 

  一戸建ての住宅 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ａ 新築の場合 ４，０００円 

ｂ 増築又は改築の場合 ６，５００円 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

 



おいて同じ。）が５００平方メートル以下のもの 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ６，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １０，５００円 

ｂ  床面積の合計が５００平方メートルを超え 

１，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １２，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １８，５００円 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え

２，５００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １７，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ２７，０００円 

ｄ 床面積の合計が２，５００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ３２，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ５０，５００円 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え

１０，０００平方メートル以下のもの 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ５６，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ８７，０００円 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超

え２０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ９２，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １４３，５００円 

ｇ 床面積の合計が２０，０００平方メートルを超

え３０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １１４，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １７６，５００円 

ｈ 床面積の合計が３０，０００平方メートルを超

えるもの 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ） 新築の場合 １２１，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １８８，５００円 

イ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条第１項

に規定する設計住宅性能評価書（長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準

に適合しているものに限る。）の写しが提出された場

合 

  一戸建ての住宅 １１，５００円 

 

 

 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額を申請住戸数で除して得た額（その額に

１００円未満の端数があるときは、これを切り捨て



た額） 

ａ 床面積の合計が５００平方メートル以下のもの 

３６，０００円 

 

 

 

 

ｂ  床面積の合計が５００平方メートルを超え 

１ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の 

５６，０００円 

 

 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え 

２ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

１０３，５００円 

 

 

ｄ 床面積の合計が２，５００平方メートルを超え 

５ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の 

１７５，０００円 

 

 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え 

１ ０ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

２６７，５００円 

 

 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超 

え ２ ０ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

４８４，５００円 

 

 

ｇ 床面積の合計が２０，０００平方メートルを超 

え ３ ０ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 下 の も の  

６６０，５００円 

 

 

ｈ 床面積の合計が３０，０００平方メートルを超

えるもの ７９８，５００円 

 

 

 

ウ ア又はイ以外の場合 

  ［略］ 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額を申請住戸数で除して得た額（その額に

１００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額） 

ａ～ｈ ［略］ 

建築基

準関係

［略］ 建築基準関係規定適合審査の申出を伴う長期優良住宅建

築等計画認定申請手数料の項アに規定する額に、前項ア 



 

ａ 床面積の合計（申請に係る住戸を含む一の建築

物の変更後の床面積の合計をいう。以下この項に

おいて同じ。）が５００平方メートル以下のもの 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ８，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １２，５００円 

ｂ  床面積の合計が５００平方メートルを超え 

１，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １４，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ２１，０００円 

ｃ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え

２，５００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ２６，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ３９，０００円 

ｄ 床面積の合計が２，５００平方メートルを超え

５，０００平方メートル以下のもの 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ３９，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ５９，０００円 

ｅ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え

１０，０００平方メートル以下のもの 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ５７，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ８６，５００円 

ｆ 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超

え２０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 ９９，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １５０，０００円 

ｇ 床面積の合計が２０，０００平方メートルを超

え３０，０００平方メートル以下のもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める額 

（ａ） 新築の場合 １２８，５００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 １９３，０００円 

ｈ 床面積の合計が３０，０００平方メートルを超

えるもの 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

（ａ） 新築の場合 １５０，０００円 

（ｂ） 増築又は改築の場合 ２２５，５００円 

イ ア以外の場合 

  ［略］ 

  共同住宅等 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

 

 

ａ～ｈ ［略］ 

建築基

準関係

［略］ 建築基準関係規定適合審査の申出を伴う長期優良住宅建

築等計画認定申請手数料の項アに規定する額に、前項ア



規定適

合審査

の申出

を伴う

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料 

 又はイ に規定する額（共同住宅等にあっては、床面

積の合計の区分に応じ同項ア ａからｈまで又はイ ａ

からｈまでに規定する額）を加算し、建築基準関係規定

適合審査の申出を伴う長期優良住宅建築等計画認定申請

手数料の項イ又はウに掲げる場合は、それぞれ当該イ又

はウに定める額を更に加算して得た額 

譲受人

を決定

した場

合の長

期優良

住宅建

築等計

画変更

認定申

請手数

料 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第９

条第１項及び第３項の

規定に基づく長期優良

住宅建築等計画の変更

の認定の申請に対する

審査 

［略］ 

長期優

良住宅

建築等

計画の

認定を

受けた

地位の

承継の

承認申

請手数

料 

長期優良住宅の普及の 

促進に関する法律第 

１０条の規定に基づく

地位の承継の承認申請

に対する審査 

２，２００円 

 

認定長

期優良

住宅建

築等計

画に基

づく建

築に係

る住宅

の容積

率の特

例許可

申請手

数料 

長期優良住宅の普及の 

促進に関する法律第 

１８条第１項の規定に

基づく住宅の容積率の

特例の許可の申請に対

する審査 

１６０，０００円 

 

 

 

 



規定適

合審査

の申出

を伴う

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料 

 、イ 又はウ に規定する額（共同住宅等にあっては、

床面積の合計の区分に応じ同項ア ａからｈまで、イ 

ａからｈまで又はウ ａからｈまでに規定する額）を加

算し、建築基準関係規定適合審査の申出を伴う長期優良

住宅建築等計画認定申請手数料の項イ又はウに掲げる場

合は、それぞれ当該イ又はウに定める額を更に加算して

得た額（共同住宅等にあっては、その額を申請に係る住

戸を含む一の建築物の住戸のうち同時に申請された住戸

の合計数で除して得た額（その額に１００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）） 

譲受人

を決定

した場

合の長

期優良

住宅建

築等計

画変更

認定申

請手数

料 

長期優良住宅の普及の

促進に関する法律第９

条第１項の規定に基づ

く長期優良住宅建築等

計画の変更の認定の申

請に対する審査 

［略］ 

長期優

良住宅

建築等

計画の

認定を

受けた

地位の

承継の

承認申

請手数

料 

長期優良住宅の普及の 

促進に関する法律第 

１０条の規定に基づく

地位の承継の承認申請

に対する審査 

２，２００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の新座市建築基準法等関係手数料条例の規定は、この条例の施行の日

以後に申請を受ける事務に係る手数料について適用し、同日前に申請を受けた

事務に係る手数料については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正前の新座市建築基準法等関係手数料条例別表

第３長期優良住宅建築等計画認定申請手数料の項、建築基準関係規定適合審査

の申出を伴う長期優良住宅建築等計画認定申請手数料の項、長期優良住宅建築

等計画変更認定申請手数料の項及び建築基準関係規定適合審査の申出を伴う長

期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料の項の規定（長期優良住宅建築等計

画が住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の

促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）による改

正前の長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第

６条第１項各号に掲げる基準に適合していることを示す書類（住宅の品質確保

の促進等に関する法律第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関が作成し

たものに限る。）が提出された場合の申請に係る部分に限る。）については、

当分の間、なおその効力を有する。この場合において、改正前の新座市建築基

準法等関係手数料条例別表第３長期優良住宅建築等計画認定申請手数料の項中

「定める額を、申請に係る住戸を含む一の建築物の住戸のうち同時に申請され

た住戸の合計数（以下この項において「申請住戸数」という。）で除して得た

額（その額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）」とあ

るのは「定める額」と、同表建築基準関係規定適合審査の申出を伴う長期優良

住宅建築等計画認定申請手数料の項中「得た額（共同住宅等にあっては、その

額を申請に係る住戸を含む一の建築物の住戸のうち同時に申請された住戸の合

計数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは、これを切り

捨てた額））」とあるのは「得た額」と、同表長期優良住宅建築等計画変更認

定申請手数料の項中「定める額を申請に係る住戸を含む一の建築物の住戸のう 

ち同時に申請された住戸の合計数（以下この項において「申請住戸数」とい 

う。）で除して得た額（その額に１００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額）」とあるのは「定める額」と、同表建築基準関係規定適合審査の

申出を伴う長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料の項中「得た額（共同

住宅等にあっては、その額を申請に係る住戸を含む一の建築物の住戸のうち同



時に申請された住戸の合計数で除して得た額（その額に１００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額））」とあるのは「得た額」とする。 

 

 

  令和３年１１月３０日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

   提 案 理 由 

 長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部改正に伴い、長期優良住宅建

築等計画認定申請手数料等の額を改定し、認定長期優良住宅建築等計画に基づく

建築に係る住宅の容積率の特例許可申請手数料を定めるとともに、所要の規定の

整備を図りたいので、この案を提出するものである。 


